
○岡山県公安委員会文書管理規程 

(平成 13 年 10 月 4 日公安委員会規程第 8 号) 

改正 平成 14 年 10 月 10 日公安委員会規程第 12 号 平成 18 年 3 月 17 日公安委員会規程第 5 号 

平成 20 年 3 月 18 日公安委員会規程第 2 号 平成 22 年 5 月 21 日公安委員会規程第 2 号 

平成 26 年 6 月 30 日公安委員会規程第 7 号 平成 28 年 3 月 29 日公安委員会規程第 2 号 

平成 29 年 12 月 25 日公安委員会規程第 12 号 令和元年 6 月 21 日公安委員会規程第 1 号 

令和 5 年 3 月 28 日公安委員会規程第 4 号 
 

 

 

 岡山県公安委員会文書管理規程を次のように定める。 

 岡山県公安委員会文書管理規程 

(目的) 

第 1 条 この規程は、岡山県公安委員会(以下「公安委員会」という。)が保有する文書

の管理に関し必要な事項を定め、もって文書事務の適正かつ能率的な処理を図ること

を目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この規程において「文書」とは、公安委員会の委員長及び委員並びに岡山県警

察本部警務部総務課公安委員会補佐室の職員が公安委員会の事務に関し職務上作成

し、又は取得した文書、図画、写真及び電磁的記録をいう。 

(文書管理責任者) 

第 3 条 公安委員会の文書管理に関する事務を適正に運営するため、公安委員会に文書

管理責任者を置き、岡山県警察本部警務部総務課公安委員会補佐室長をもって充て

る。 

2 文書管理責任者は、次に掲げる事務を行う。 

(1) 文書の管理に関する規程類の整備に関すること。 

(2) 文書ファイル管理簿の整備に関すること。 

(3) 文書管理事務の指導監督に関すること。 

(4) 文書の適正な作成に関すること。 

(5) 文書の保存期間の延長又は廃棄その他文書の適正な管理に関すること。 

(文書管理担当者) 

第 4 条 公安委員会に文書管理担当者を置き、文書管理責任者が指名する者を充てる。 

2 文書管理担当者は、文書管理責任者を補佐する。 

(文書の種類) 

第 5 条 文書の種類は、次のとおりとする。 

(1) 規則 公安委員会の権限に属する事務について法令又は条例の特別の委任に基づ

いて定めるもの 

(2) 規程 公安委員会の権限に属する事務について定めるもので、規則以外のもの 



(3) 告示 公安委員会が法令の規定又は職務上の権限に基づき処分又は決定した事項

を一般に公示するもの 

(4) 指令 公安委員会が、個人、法人又は団体の申請、願出等に対して、許可、認

可、承認等をするもの 

(5) 一般文書 通報、通知、連絡、照会、回答、その他これらに類するもの 

2 前項に掲げる文書の書式は、別表第 1 のとおりとする。 

(公安委員会が保有する文書等) 

第 6 条 公安委員会が保有する文書は、次のとおりとする。 

(1) 岡山県公安委員会運営規則(平成 13 年岡山県公安委員会規則第 2 号)第 9 条に規

定する会議録(公安委員会の会議に提出された文書であって、公安委員会が会議録と

併せて保有することが必要と認めたものを含む。) 

(2) 警察法(昭和 29 年法律第 162 号。以下この項において「法」という。)第 43 条

の 2 に規定する監察の指示等に関する文書 

(3) 法第 53 条の 2 に規定する警察署協議会に関する文書 

(4) 法第 79 条に規定する苦情の処理及び処理結果の通知に関する文書 

(5) 前各号に掲げるもののほか、公安委員会が自ら保有することが必要と認めた文書 

2 前項に規定する文書は、別表第 2 に掲げる第 1 分類及び第 2 分類、標準文書ファイル

名並びに保存期間により管理するものとする。 

3 第 1 項に規定する文書以外の文書は、岡山県警察本部長が保有する。 

(文書作成の原則) 

第 7 条 公安委員会において意思を決定するに当たっては、文書を作成して行わなけれ

ばならない。ただし、次に掲げる場合については、この限りでない。 

(1) 意思決定と同時に文書を作成することが困難である場合 

(2) 処理に係る事案が軽微なものである場合 

2 前項第 1 号に規定する場合にあっては、事後に文書を作成するものとする。 

3 文書は、分かりやすい用字用語を用い、的確かつ簡潔に記載するものとする。 

(文書の署名) 

第 8 条 文書の署名は、公安委員会名又は公安委員会委員長名を用いるものとする。 

(保存期間の起算) 

第 9 条 文書の保存期間は、文書の完結した日の属する年の翌年の 1 月 1 日から起算す

る。ただし、会計年度により保存することを要する文書にあっては、文書が完結した

日の属する会計年度の翌会計年度の 4 月 1 日から起算する。 

(保存期間の延長) 

第 10 条 次に掲げる文書については、保存期間が満了する日後において、その区分に応

じてそれぞれ次に定める期間が経過する日までの間保存期間を延長しなければならな



い。この場合において、一の区分に該当する文書が他の区分にも該当するときは、そ

れぞれの期間が経過する日のいずれか遅い日までの間保存するものとする。 

(1) 現に監査、検査等の対象となっているもの 当該監査、検査等が終了するまでの

間 

(2) 現に係属している訴訟における手続上の行為をするために必要とされるもの 当

該訴訟が終結するまでの間 

(3) 現に係属している審査請求における手続上の行為をするために必要とされるもの

 当該審査請求に対する裁決の日の翌日から起算して 1 年間 

(4) 岡山県行政情報公開条例(平成 8 年岡山県条例第 3 号。以下この号において「条

例」という。)第 5 条の規定による開示の請求があったもの 条例第 11 条第 1 項及

び第 2 項の決定があった日の翌日から起算して 1 年間 

(5) 個人情報の保護に関する法律(平成 15 年法律第 57 号)第 76 条第 1 項の規定によ

る開示請求があったもの、第 90 条第 1 項の規定による保有個人情報の訂正請求があ

ったもの又は第 98 条第 1 項の規定による保有個人情報の利用停止請求があったもの

 個人情報の保護に関する法律第 82 条各項、第 93 条各項又は第 101 条各項の決定

があった日の翌日から起算して 1 年間 

2 文書管理責任者は、保存期間が満了した文書であっても、なお必要があると認めるも

のについて、公安委員会の承認を得て保存期間を延長することができる。 

(文書の保存方法) 

第 11 条 文書は、公安委員会が適切に管理し得る専用の場所において、文書以外のもの

と区分して適切に保存するものとする。 

2 文書は、保存期間が満了するまで適正かつ確実に利用できる方法で保存しなければな

らない。 

(文書の廃棄) 

第 12 条 保存期間が経過した文書は、復元できない方法により速やかに廃棄しなければ

ならない。 

2 文書管理責任者は、保存期間が満了する前に文書を廃棄する特別の理由があると認め

る場合は、公安委員会の承認を得て当該文書を廃棄することができる。 

3 前項の規定に基づき保存期間が満了する前に文書を廃棄する場合は、廃棄する文書の

名称、当該特別の理由及び廃棄した年月日を記載した記録を作成しなければならな

い。 

(文書ファイル管理簿) 

第 13 条 文書管理責任者は、保有する文書(保存期間が 1 年未満のものを除く。)につい

て、文書ファイル管理簿(様式)を作成しなければならない。この場合において、文書

ファイル管理簿は、磁気ディスク(これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録し

ておくことができる物を含む。)をもって調製することができる。 



(文書の閲覧及び貸し出し) 

第 14 条 文書管理責任者は、必要があると認める場合は、岡山県警察の職員に対して文

書を閲覧させ、又は貸し出すことができる。 

(法令等との関係) 

第 15 条 法令等の規定により、文書の分類、作成、保存、廃棄その他文書の管理に関す

る事項について特別の定めが設けられている場合にあっては、当該事項については、

当該法令等の定めるところによる。 

(補則) 

第 16 条 この規程に定めるもののほか、公安委員会の文書の管理については、岡山県警

察の文書管理の例による。 

附 則 

1 この規程は、平成 13 年 10 月 15 日から施行する。 

2 岡山県公安委員会公文例式(昭和 34 年岡山県公安委員会規程第 3 号)は、廃止する。 

3 岡山県公安委員会事務決裁規程(平成 11 年岡山県公安委員会規程第 1 号)の一部を次

のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則(平成 14 年 10 月 10 日公安委員会規程第 12 号) 
 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 18 年 3 月 17 日公安委員会規程第 5 号) 
 

この規程は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 20 年 3 月 18 日公安委員会規程第 2 号) 
 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 22 年 5 月 21 日公安委員会規程第 2 号) 
 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 26 年 6 月 30 日公安委員会規程第 7 号) 
 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 28 年 3 月 29 日公安委員会規程第 2 号) 
 

(施行期日) 

1 この規程は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

(経過措置) 



2 行政庁の処分又は不作為についての不服申立てであって、この規程の施行前にされた

行政庁の処分又はこの規程の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に係るものに

ついては、なお従前の例による。 

附 則(平成 29 年 12 月 25 日公安委員会規程第 12 号) 
 

この規程は、平成 30 年 1 月 1 日から施行する。 

附 則(令和元年 6 月 21 日公安委員会規程第 1 号) 
 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則(令和 5 年 3 月 28 日公安委員会規程第 4 号) 
 

この規程は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

別表第 1(第 5 条関係) 

岡山県公安委員会公文例 

第 1 公安委員会規則 

岡山県庁文書規程(昭和 38 年岡山県訓令第 18 号)第 12 条に規定する文書例の規則の

例による。 

第 2 公安委員会規程 

1 制定 

(1) 本則に条をおく場合 



 

(2) 本則に条を置かない場合 

 

2 全部改正 



 

3 一部改正 

(1) 単一の規程を改正する場合 

 
  

 
  

(2) 二つ以上の規程を改正する場合 



 
  



 
  

4 廃止 

(1) 単一の規程を廃止する場合 

 

(2) 二つ以上の規程を廃止する場合 



 

第 3 告示 

規則の例による。ただし、その内容により前文を次のように区分する。 

1 法令、条例又は規則等の委任により内容を規定する場合 

 

2 行政処分を一般に発する場合 

 

3 法令、条例又は規則等により公示事項を告示する場合 

 

4 単に一定事項を公示する場合 

 

第 4 指令 

1 条件付きの場合 



 

2 期限付きの場合 

 

3 負担付きの場合 

 

4 取消権の留保をした場合 

 

第 5 一般文書 



 

別表第 2(第 6 条関係) 

第 1 分類 第 2 分類 標準文書ファイル名 保存期間 備考 

公安委員会 運営 運営     

公安委員異動 3 年   

文書発出簿 5 年   

文書受理簿 5 年   

文書ファイル管理簿 長期   

会議 会議録 5 年   

監察 監察の指示 5 年   

警察署協議会 協議会運営 3 年   

協議会委員の委嘱・解嘱 3 年   

苦情 苦情処理 3 年   

 


